
 

 

 

 

 

 

地方自治体の仕事は「住民福祉の増進」 

 全国で業務の民営化、非正規職員の増加が進む 
  

8/8 第 62 回自治体学校 Zoom 分科会「働き方改革と自治体職
員公務の世界のこれまで､いま､これから」に参加しました。講師（明
治大学名誉教授・黒田兼一氏）の報告の一部を紹介します。 

◆政府が主導してきた公務員の働き方改革➡働かせ方の改悪 

1999年 平成の大合併 

2001年 公務員制度改革大綱閣議決定（人事管理の変更） 

 公務員削減だけでなく、「能力・業績を反映した新給与制度の確立」など、公務員の人 

事や給与の原則を抜本的に変えるもの。それ以降「働き方改革」がさらに進む。 

2002年 任期付き職員法                                           

2003年 指定管理者制度（公共施設の管理・運営を外部に代行させる） 

2005年 集中改革プラン（大幅な人員削減、民間委託の推進） 

2016年 人事評価制度導入 

2018年 会計年度任用職員制度新設（新たな非正規職員制度、2020年から施行） 

◆地方自治体における正規職員減少と非正規職員の増加 

・正規職員の大幅削減  320万人（2000年）⇒274万人（2019年）15％減 

・非正規職員の増加    45.5万人（2005年）⇒64万人（2016年）1.4倍増 

   教師・講師、保育士、看護師等、専門的な知識・技術が必要とされる 

職においてすら、非正規が拡大しています。 

◆広がる民間委託の実施状況 

・案内、受付   90.3％  ・水道メーター検針  99.4％ 

・一般ゴミ収集  96.5％  ・道路維持補修、清掃 96.4％ 

・学校給食（調理）65.9％  ・ホームヘルパー派遣 98.7％ 

・学校給食（運搬）90.7％  ・庁内情報システム  99.5％ 

  総務省「地方行政サービス改革の取組状況等に関する調査等」（平成 30年 3月公表） 

◆コロナ禍で市民に見えてきたこと 

・保健所の激減     852（1991年）   ➡469（2020年）     45％減 

・保健所関係職員の減少 34,470人（1991年） ➡28,159人（2016年）20％減 

・公立病院の減少    10,096（1990年）  ➡8,372（2018年）    17％減 

◆政府と財界による 地方自治体のあり方を大きく変える動き 

・自治体戦略 2040構想（2018年）  

「2040年に人口減少、高齢人口がピークとなるため、地方自治体が半数の職員でも業務
に対応できる仕組みに変える。」として設置された総務省の研究会の報告。 

これまでの住民サービスを提供する役割から、新しい自治体（公）の役割は、NPO等
の新しい（共)、民間企業等の（私）の受け皿で、職員の仕事はそれを調整すること、と
の構想。 これで住民サービスの向上になるのか問題？！ 

・「スマート自治体」への転換  

AI（人工知能）やロボットの活用で、住民サービスを効果的・効率的に提供できるよ
うにして、公共サービスの産業化（民間化）をさらに進めるもの。 

 

＊AIなどの活用は、職員数の削減のためでなく、職員の過剰な仕事量の軽減、労働時間の
削減のために使われるべきです。住民本位の地方自治への取り組みが求められます。 

                           

一宮市では 

・次世代の通信システム「5G」「AI（人工知能）」などの先進的な技術も積極的に活用し、
より効率的で質の高い行政サービスの提供に挑戦していきます。 

＜第 2期一宮市まち･ひと･しごと創生総合戦略（令和 2年 3月）はじめに＞ 

・AI（人工知能）などを活用してスマート自治体への取り組みを加速させます。 

＜３月議会の資料より＞ 

・正規職員と非正規職員 （各年 4/1現在） 

非正規職員 平成 17年（2市 1町合併）に比べかなり増えています。 
市は業務の民間委託、AI などの活用、スマート自治体への取り組み
を進めようとしています。「住民福祉の増進を図る」機関として役割を
果たすことができるよう、注視していきます。 （ひこさか和子） 

正規職員 

(人) 

平成 17年 平成 20年 平成 23年 平成 26年 平成 29年 令和 2年 

3,696 3,512 3,538 3,590 3,661 3,777 



 

日本共産党愛知県委員会は、 
大村知事のリコール運動に
反対しています！ 

美容外科｢高須クリニック｣院長の高須克也氏が｢お辞めください大村秀章
愛知県知事 愛知 100 万人リコールの会｣の代表となって進めようとしてい
る大村知事のリコール運動ですが、河村名古屋市長まで賛意を示し、支援し、
街頭宣伝などの行動を行っています。8月 25日からリコールのための直接請
求署名に取り組むと公表しています。 

なぜリコールを求めているの？ 

昨年開催され、テロ予告や妨害で一時中断となった「あいちトリエンナー
レ 2019」の企画展「表現の不自由展・その後」の作品の表現方法を一方的に
問題視し、その展示を許可し、企画展を開催・再開した大村知事は知事にふ
さわしくない、という理由です。 

公務員(首相始め国会議員、知事や市長も含まれる)

は憲法を守る義務(憲法擁護義務)がある 

大村知事は憲法 99条の憲法擁護義務を守り、憲法 21条の｢表現の自由｣と
文化芸術基本法の「我が国の文化芸術の振興を図るためには、文化芸術の礎
たる表現の自由の重要性を深く認識し、文化芸術活動を行うものの自主性を
尊重すること」に従う知事として正当な対応を取ったにすぎません。 

むしろ、河村たかし名古屋市長の態度こそ、公職にありながら、憲法擁護
義務も「表現の自由」も否定する立場です。 

現政権の安倍首相も憲法擁護義務違反を繰り
返しており、公の場で改憲に言及し「やり遂げ
る」などと述べています。 

憲法に従いたくないのであれば、公務員の立
場を捨て、一市民として憲法を変える運動など
を行えばよいのではないでしょうか。 

「表現の自由」と憲法擁護義務を否定する大村知事リ
コール運動には正当性なし 

今回の知事リコール運動には、企画展の作
品の表現を「日本人の心をふみにじるもの」
とし、アジア諸国民と日本国民のいのちを奪
った侵略戦争を肯定し、それを進めた旧日本
軍を美化しようとしている意図が見えます。 

「リコールの会」の代表高須克也氏は、「偉
大なナチス」「盟友ナチス」などと、ヒトラー・ナチスを礼賛する発言を繰り
広げて来た人物です。また、河村たかし名古屋市長も「南京大虐殺はなかっ
た」と発言し、旧日本軍「慰安婦」の被害を表した「平和の少女像」の展示
を問題視し、作品の撤去を迫りました。 

両者はともに「南京大虐殺はなかった」などの歴史修正主義で一致し、取
り組みを進めようとしています。自分たちの気に食わない内容・表現を攻撃
するこのような態度には正当性はありません。 

一宮でも取り組みが進められようとしているとのこ
と。きっぱりとリコールNO!と断ろう！ 

一宮でも取り組みが進められようとしているとの情報が届いています。憲
法を守り、「表現の自由」を守った知事の行動に対し、内容が気に食わないか
らという理由でリコールを行う事は、「公務員が憲法を守らなくて良い」と示
すことになってしまいます。 

日本共産党愛知県委員会が 7 月 21 日に出したリコール運動に反対する決
意表明でも、「『表現の自由』を守り、日本の平和と民主主義
を求める諸団体、愛知県民とともに、知事リコール運動に反
対する一大運動をすすめる決意を表明するものです。」と述
べています。みなさんがきっぱりリコール NO!と示せるよ
うな世論喚起も含め、運動を展開していきます。 

（わたなべさとし） 
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